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●収入とは・・・公的年金、給与収入、その他の収入金額からなる１月から 12 月までの収入金額

すべてが対象。 

所得がマイナスであっても、その収入金額は加算されます。 

収入金額は、世帯の対象者全員の合計金額です。遺族年金や障害年金などの課税対象外の収

入や退職金は、ここでの収入とはなりません。

同じ世帯にいる70歳～74歳の国民健康保険加入者の住民税課税

標準額がいずれも１４５万円未満である。 

 
※住民税課税標準額・・・収入から必要経費や各種控除を差し引い

た後の所得金額

同じ世帯に 70 歳～74 歳の国民健康保険加入者がいて、その他の

70 歳～74 歳の国民健康保険加入者との基礎控除後所得額（旧た

だし書き所得）の合計額が２１０万円以下である。 

※基礎控除後所得額（旧ただし書き所得）・・・課税総所得金額等

（総所得金額、山林所得、譲渡所得等）から基礎控除（33万円）を
差し引いた金額

70～74 歳の国保加入者が１人の場合 

 

年収入額が３８３万円未満である。

70～74 歳の国保加入者が２人以上の場合 

 

年収入合計額が５２０万円未満である。

後期高齢者医療の加入者（後期高齢医療加入日の前日に国保

加入者であった方「特定同一世帯所属者」に限る。）を含めた

年収入合計額が５２０万円未満である。

２割

はい

２割

はい

申請により２割 申請により２割 ３割

申請により２割 ３割


